


















































































まず、1789年 12月 22日法によって 36名の議員からなる県会議（conseil du département）が一
時的に設置されたのち、共和暦 8年雨月 28日法が県知事の補佐機関として県会をおいた 11。そ
の定員は県の重要性に応じて 16名、20名、24名のいずれかとされ、県会議員は政府によって任
図 1　1852 年 8 月 2 日実施の県会・
郡会に関する選挙管理文書の例
レスパール郡ポイヤク・カントンの事例










年 6月 22日法）13。まず県会は、定員を最大 30名とし、各カントンに招集される選挙人団体に
よって選挙されることとなった。したがって、県内のカントン数が 30を超えるばあいは複数の
カントンがひとつの選挙区に統合されることになる。任期は 9年となり、3年ごとに定員の 3分






























































1833年 6月 22日法の段階では、25歳以上の男性市民のうち、県会のばあい 200フラン以上の












かわりがない。しかし、1833年 6月 22日法体制下では 30議席に固定されていた県会の定員が、








（1848年 8月 3日アレテ）。たとえば、先のジロンド県レスパール郡のばあい、カントン数 4に
対して県会議員がカントン数と同じ 4議席を選出するのに対して、郡会議員が 9名（サン =ロラ
































































































1851年 12月クーデタののち、ルイ =ナポレオンの独裁体制下において、1852年 7月 31日か
ら 8月 1日にかけて県会と郡会の全議員改選のための選挙が実施されることとなるが、それは
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の 1/4以上という最低得票数の制度は、第三共和制下にもひきつがれる（1871年 8月 10日法第
14条）36。
もともと 1833年 6月 22日法は、選挙人登録者の 3分の 1を超える投票がなければ選挙は無効
となり、くわえて有効投票数の絶対多数を獲得しなければ当選とは認められない規定であった







































でもあったといえよう 40。いずれにせよ、1852年 7月 7日法はコミュンを投票地と定め、カント
ン首邑であるコミュンは、投票用紙の集約地となって投票結果の集計をになうことになった 41。
これは、立法院選挙に関する 1852年 2月 2日デクレを県会・郡会にも適合するよう微修正のう
え適用した措置である 42。
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